
茨城県版新技術情報等情報データベース
「IT’S（イッツ）」＝IT IS
Ibaraki Technology Information System
http : //www.pref. ibaraki. jp/bukyoku/doboku/01
class/class03/07netis/index.html
（茨城県土木部検査指導課HPからアクセスできます）

１． はじめに

茨城県土木部では，新技術の活用促進のため，

茨城県版新技術情報等情報データベース「IT’S

（イッツ）」をホームページに公開しています。

平成１６年１０月に受付を開始した「IT’S」は，

今年で３年目を迎えました。手探りで進めてきた

この制度について，これまでの取り組みや，今後

の課題などを紹介します。

２． 背 景

茨城県土木部では，日常生活に密接に関連する

生活道路や下水道などの生活環境の整備や，県土

発展のための高規格幹線道路をはじめとする幹線

道路や，重要港湾の計画的な整備に向けて，整備

効果等の情報提供を積極的に行いながら重点的か

つ効率的な事業の推進をしています。しかし，三

位一体の改革に伴う地方交付税の大幅な減額によ

り巨額の財源不足が見込まれるなど，茨城県の財

政状況は大変厳しく，土木部における平成１８年度

当初予算はピークであった平成８年度の２／３の

予算規模となっています。

限られた財源の中で，土木行政を行っていくた

めに，低コストでライフサイクルの長期化をもた

らす新技術の活用促進が求められています。

茨城県は南北１８６kmに及ぶ海岸線と，久慈

川，那珂川，利根川の三つの一級水系及び，国内

第二位の広さを誇る霞ヶ浦を有する水に恵まれた

地域です。である一方で，各地に軟弱地盤が広が
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図―１ H１８茨城県内の主要事業
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図―２ 新技術

図―３

っており，土木構造物の工事費を増大させる要因

となっています。

また，茨城県は可住地面積が広く（面積，比率

とも全国４位），山間地は比較的少ないという特

徴があるため，広い可住地に主要都市が点在し，

これらを幹線道路が結んでいます。このため茨城

県内の道路実延長は，北海道に次いで全国２位の

長さを有しており，コスト縮減を踏まえた低廉で

効果的な道路管理が求められているところです。

３． 新技術の定義

「IT’S」における新技術とは，民間等で開発

された建設技術の中で，以下の６点に代表される

ような新技術・新工法・新製品を指し，県土木部

の積算基準または，施工管理基準で規定されてい

ない工法等の技術を対象とします。

４． 「IT’S」のはじまり

茨城県土木部においては，工事設計・積算にあ

たり国土交通省で整備している新技術情報提供シ

ステム（NETIS）の利用推進を促しているとこ

ろですが，なかなか積極的な取り組みがされてい

ませんでした。活用を促進するために，コンパク

トで県内の活用実績を中心としたデータベースを

構築し，それを効果的に伝達する仕組みが必要で

はないかと考えました。

他県の状況を参考にしながら，「IT’S」の要領

を「茨城県土木部技術研究連絡協議会」（構成組

織土木部および財団法人茨城県建設技術公社，財

団法人茨城県建設技術管理センター，財団法人茨

城県道路公社）にて策定しました。効果的に伝達

する方法として，ホームページにより情報提供を

行うこととしました。

平成１６年度の目標は，登録１００件，登録された

新技術の工事への採用１０件でした。平成１６年１０月

から新技術の募集が始まりました。

５． 「IT’S」の制度

登録は，年間１００件程度として，データベース

の簡素化を図っていくこととし，さらに登録デー

タの掲載期間は，登録した年度から起算して５年

後の年度末までとしました。

なお登録技術は，発注者側の使用を義務付けた

り，優先利用するものではないこととして取り扱

うことにしています。

６． 登録状況と改善に向けた取り組み

次図は，検査指導課のトップページと「IT’S」
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図―５ 積極活用技術 A工法（PDF）（H１７．４）

のアクセス数を月ごとに集計したグラフです。こ

れにより，登録状況と取り組み状況を解析しまし

た。

◇第１回登録 H１６／１２／２０ ３０件

１０月に申請の受付を開始したものの，２カ月の

間に開発者から受け付けた新技術は，１０件でし

た。

そのうち，茨城県内での施工実績がある新技術

は７件。軟弱地盤対策関係では２件，舗装関係で

は１件でした。

また，国土交通省が支援している新技術のう

ち，土木部内の各課所で施工実績のあるものや，

今後取り入れる計画のある技術について登録候補

の選定を行い，２０件の積極活用技術（国交省支

援）として登録を行いました。

なお，平成１７年１月の IT’Sホームページのア

クセス件数は２１８でした。ちなみに同月の検査指

導課トップページのアクセス件数は１２，７００件でし

た。大人気の理由は，電子入札システムと，公共

工事入札情報のようでした。

◇第２回登録 H１７／４／７ ＋３２件 計６２件

１２月の公表以来，３月までに開発者からの申請

が相次ぎ，第２回目登録に３２件の技術が登録でき

ることになりました。そのうち，茨城県内での施

工実績がある新技術の申請は１６件でした。

そのうち軟弱地盤工法に関する技術は６件，舗

装に関する技術は３件ありました。また，道路用

コンクリート二次製品の登録が比較的多く，すで

に登録されている２件をあわせて７件の技術が登

録されることになりました。

低迷するアクセス数からは，まだまだ発注者に

対するアピール度が低いものと考えられ，アクセ

スをしてもらうまでの仕掛け作りが不足している

のではないかと考えました。

◇第３回登録 H１７／７／１ ＋１１件 計７３件

６月に，今までのトップページを変更して，

「IT’S」のページをわかりやすくアクセスできる

ようにしました。６月に４件の申請があり，これ

で登録件数は１１件を追加することができました。

県内の施工実績を持つ技術は３１件に増えて，選択

肢が拡充されました。

また７月の登録にあわせて，「IT’S」のページ

も，見やすくわかりやすいホームページを目指し

てリニューアルを図りました。しかしトップペー

ジの変更により，電子入札システムなどのページ

に直接アクセスするようになったためか，アクセ

ス数が２割に激減しました。

◇第４回登録 H１７／１０／３ ＋７件 計８０件

県内実績のある技術の受付は，河川護岸の工法

のみ３件のみで，その他４件は県内での施工実績

図―４ IT’Sホームページ（H１６．１２）
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図―７ IT’Sホームページ（H１７．７改）

図―６ 検査指導課ホームページ（H１７．６改）

はないものでした。

ところが，ホームページのアクセスは一気に伸

びて４２０件，およそ２倍となりました。これ以

降，平均４００台のアクセスが続いています。

◇第５回登録 H１８／１／４ ＋１３件 計９３件

１０月以降に申請が続々と郵送されてくるように

なり，１３件の技術が登録できることになりまし

た。第１回登録から，ようやく１年を迎えること

ができ，当初目標にした年間１００件をおおむね達

成することができました。

１１月末現在の土木部での新技術について調査を

行ったところ，平成１７年度に採用した「IT’S」

の技術は７技術１３事例の実績がありました。当初

の目標だった１年間に１０件を工事に採用する目標

が達成することができました。そのほか，NETIS

に登録されている技術を採用したものは１０技術１２

事例の実績がありました。

◇第６回登録 H１８／４／３ ＋９件 計１０２件

今回の登録で県内実績のある新技術は６件の申

請があり，全部で積極活用技術は４９件となりまし

た。件数も増えてきたので，さらに選択肢が増え

ました。

７． 今後の課題

現在の情報は PDFデータでの提供であり，工

法・製品・その他に分類された一覧表から，個別

の資料（PDF）にリンクをさせている方式をと

っています。この方式は，登録件数が少ないとき

には便利ですが，多くなってきたときに一覧表で

は対応できなくなることが予想できます。今のと

ころ，検索システムを構築していないため，今後

のためにホームページの運営を検討していく必要

があると考えています。

また，開発者側から技術の PRの場を設けてほ

しいという要望がよせられています。今後，関係

団体との調整を進めてこのような声に対応できれ

ばと思っています。

また新技術の採用にあたって歩掛や単価の設定

が少ない状況なので，担当者に受け入れやすくな

るような仕組みづくりを進めていく必要があると

感じました。

８． おわりに

以前，土木事務所で道路維持課に配属されて設

計積算を担当していたときに，小規模ながら新技

術の採用をしました。コスト縮減や施工の合理化

が図れる優れた技術でしたが，標準的な施工方法

ではないという気持ちからか，おおげさにしませ

んでした。この標準でないという後ろ向きな思考

は，私だけではないと思います。だからこそ，こ

の担当になりこの改革がしたいと思っています。

最後になりましたが，「IT’S」の登録は随時受

付しています。茨城県の地域要件を考慮し，コス

ト縮減に有効な県内の施工実績がある技術があり

ましたら，申請をお待ちしています。
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